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1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 5,500 6.5 38 ― 27 ― 6 ―
22年3月期 5,220 △22.1 △80 ― △91 ― △181 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 0.90 ― 0.7 1.0 0.7
22年3月期 △24.13 ― △17.0 △2.7 △1.5

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 2,721 985 36.2 130.79
22年3月期 2,710 982 36.2 130.34

（参考） 自己資本   23年3月期  985百万円 22年3月期  982百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 183 23 △6 323
22年3月期 △393 1,385 △902 123

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 2,750 1.6 13 △62.5 6 △79.1 6 △95.3 0.80
通期 5,600 0.7 40 2.8 27 △2.3 27 398.1 3.58



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

詳細は、添付資料P.19「会計処理方法の変更」をご覧下さい。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 7,552,000 株 22年3月期 7,552,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 17,530 株 22年3月期 15,289 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 7,535,403 株 22年3月期 7,537,032 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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当社の主力事業である石油業界の当第4四半期間（平成23年1月1日～平成23年3月31日）は2月下旬以

降のリビア情勢緊迫化による供給懸念の拡大から急騰し、原油価格(WTI)は3月に入り100ドル台に乗せ

ました。その後、3月11日の東日本大震災の発生や、リビア反政府勢力の優勢に伴い、一旦、値を下げ

る局面もあったもののリビア以外の中東・北アフリカ諸国での反政府デモの激化を受け、需給懸念がさ

らに高まるなど石油製品価格は総じて上昇傾向で推移しました。日本の原油需要は成長率の鈍化に伴

い、減少予測が大半を占めていましたが、大震災後の復興需要と福島第一原発事故をうけた火力発電需

要の急増により、一転、増加予測が台頭するなど石油製品価格は安定を欠く神経質な展開となりまし

た。 

東日本大震災の影響については、仙台エリアの１拠点が被災し、関東エリアも石油製品の供給が一時

滞るなどしましたが、全体としてはその影響を吸収することが出来ました。 

これらの結果、当期の業績につきましては、売上高は５５億６０百万円（前期比 6.5％増）、経常

利益は２７百万円（前期、経常損失９１百万円）、当期純利益は６百万円（前期、当期純損失１億８１

百万円）となりました。 

事業別の結果は、次のとおりであります。 

当社石油事業のサービスステーション部門におきましては、第１四半期からスタートさせた「集客→

リピート率UPのサイクルを意識した」営業施策の実施に加え、客単価UPを目指すべく、提案型の「車

検」およびコーティングを付加させた「洗車」に注力しました。また、レンタカー事業も固定客化がす

すみ、東京エリア店舗は増車を行うと伴に仙台エリア店舗でも試験導入を行った事により、全体的な客

数および販売実績はともに昨年実績および計画数値を上回る状況となりました。 

直需・卸部門におきましては、前四半期より取組を強化した「稼動客数の向上」を継続し、取引量＝

売上高を狙う戦略は一部にその結果が出始めております。取引数量ベースでみると、景気の低迷や燃料

転換という悪影響下にありながらも小口配送強化で、前年同期比100％超となっております。しかしな

がら、低迷するマージン悪化の影響は避けられず、営業利益ベースでは未だ苦戦を強いられる形が続い

ております。  

これらの結果、石油事業の売上高につきましては４９億５３百万円、営業利益は５５百万円となりま

した。 

専門店事業であるサイクルショップ「コギー」におきましては、第4四半期において、第3四半期累計

期間（平成22年4月1日～平成22年12月31日）に取り組みました「集客」、「リピート率アップ」、「客

単価アップ」の総仕上げの時期とし、個店ごとに取り組みの弱かった項目の強化を行いました。客数、

売上などは引き続き好調に推移しつつも、3月11日に発生した東日本大震災の影響を受け、計画停電実

施による営業時間の短縮、自粛ムードによる買い控えなどがマイナス要因となりました。 

これらの結果、専門店事業の売上高につきましては４億３１百万円、営業利益は１５百万円となりま

した。 

不動産事業につきましては、期初の計画通りに順調に推移し、売上高は１億７６百万円、営業利益は

９９百万円となりました。 

  

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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次期の見通しにつきましては、７ページの経営方針の中の（４）会社の対処すべき課題に記載した内

容に取り組み、業績につきましては、売上高５６億円、営業利益４０百万円、経常利益２７百万円、当

期純利益２７百万円となる見通しであります。 

  

①資産、負債および純資産の状況 

当事業年度末における総資産は、２７億２１百万円と（前事業年度末比 １０百万円増）となりま

した。 

資産のうち流動資産は９億６９百万円（前事業年度末比 １億８１百万円増）、固定資産は１７億

５１百万円（前事業年度末比 １億７１百万円減）となりました。これらの増減の主なものは、現金

及び預金の２億円の増加、差入保証金の１億１２百万円の減少によるものであります。 

負債につきましては１７億３５百万円（前事業年度末比 ７百万円増）となりました。流動負債は

１１億８５百万円（前事業年度末比 １億１５百万円増）、固定負債は５億４９百万円（前事業年度

末比 １億８百万円減）となりました。これらの増減の主なものは、東日本大震災の影響による災害

損失引当金の１億１０百万円の計上、役員退職慰労引当金の１億５百万円の減少によるものでありま

す。 

純資産につきましては、当期純利益を計上したことにより、９億８５百万円（前事業年度末比 ３

百万円増）となりました。 

  

②キャッシュフローの状況 

当事業年度における現金及び同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ２億円増加

し、３億２３百万円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は、１億８３百万円（前事業年度末は３億９３百万円の資金の減

少）となりました。主な内容としましては税引前純利益を１４百万円（前年税引前純損失４億５５

百万円）計上し、差入保証金が１億１３百万円減少し、仕入債務が９６百万円減少したことによる

ものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、２３百万円（前事業年度末は１３億８５百万円の資金の増加）

となりました。主な要因としましては投資有価証券の売却による収入３１百万円によるものであり

ます。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は６百万円（前事業年度末は９億２百万円の資金の減少）となりま

した。主な要因は借入金の返済によるものであります。 

  

（２）次期の見通し

（３）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
(注) １．各指標の算式は以下の算式を使用しております。 

  自己資本比率：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

３．営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 

使用しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている 

全ての負債を対象としております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息 

の支払額を使用しております。 

  

当社の基本方針は、利益計上の場合は極力復配をすることとしておりますが、同時に財務基盤の強化

及び今後の持続的成長のため内部留保の充実にも重点を置く必要があると考えております。当期につき

ましては、当期純利益を計上しているものの株主の皆様への現時点での配当は困難と判断し、引き続き

内部留保の充実を図り企業価値を高めることにより、早期の復配を目指してまいります。 

  

平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率 31.4 25.1 28.5 36.2 36.2

時価ベースの自己資本比率 12.0 8.8 6.3 13.7 16.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

△34.6 △2.5 △3.4 △1.5 308.3

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

△0.5 △6.2 △7.9 △16.3 11.4

（４）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものでありま

す。 

①原油価格の変動によるリスク 

当社の石油製品の仕入価格は、原油価格の高騰などによる市況価格変動の影響を直接的に受ける構

造となっておりますので、販売価格の決定に関しましては調達コストを考慮しながら行っておりま

す。しかしながら他社との競合上その対応次第では、業績に影響を与える可能性があります。 

②気象条件の変動によるリスク 

当社の石油事業の売上計画は、季節変動を考慮しております。しかしながら予想以上の暖冬などの

気候変動があった場合、灯油・Ａ重油など暖房油種関連の需要変動により、業績に影響を与える可能

性があります。 

③土壌汚染など環境汚染によるリスク 

当社の石油事業の店舗（ＳＳ）および油槽所では、危険物である石油製品を取り扱っておりますの

で、保安の確保、危害予防には万全を期しております。また石油製品の流出による土壌汚染・河川の

水質汚染の恐れに対しては、日次の貯蔵タンクや配管の漏洩チェックを実施して万全の管理体制を取

っております。さらに賠償責任保険に加入し、流出事故などへの保障体制を取っております。しかし

ながら、その賠償額が予想をはるかに越えた場合に相応のコストが発生し、業績に影響を与える可能

性があります。 

⑤システム障害によるリスク 

当社の情報システムが、地震・火災などの自然災害や機械の故障などの原因により、長期にわたる

使用不能または大規模のデータ破壊などを引き起こした場合には、業務遂行に影響を与える可能性が

あります。 

⑥金利変動によるリスク 

当社は有利子負債の圧縮を促進しておりますが、今後の借入金の金利変動により金利が上昇した場

合、業績に影響を与える可能性があります。 

  

（５）事業等のリスク
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  当社には、企業集団を構成する関係会社がないため、該当事項はありません。 

２．企業集団の状況
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当社は、お客さま、スタッフおよびその家族、お取引先様、株主様の「しあわせ」の実現を通して社

会に貢献することを目指しております。創業以来の経営理念である「至誠」の精神を念頭に、質の高い

商品やサービスを提供することにより、顧客満足の実現を図ってまいります。また危険物である石油製

品を取扱う企業として、安全やリスク管理の徹底を図ることなどにより社会的責任を果たしまた、コン

プライアンスに配慮するなど企業価値の向上に取り組んでまいります。 

当社は、まず黒字を体質化した上で、ＲＯＡ（総資産経常利益率）３．７％を目標といたします。 

当社は、平成23年3月期に黒字化を達成いたしましたが、今後さらにガソリン需要の減少、自転車単

価の下落、東日本大震災による仙台営業拠点の原状回復など厳しい経営環境が見込まれるなか、引き続

き黒字を恒常的なものとするべく、現場力の向上、お客様志向の徹底、人材の確保と育成に挑戦し続け

てまいります。さらに収益拡大に向けて、石油製品やカーライフサポート商品、自転車関連などの既存

インフラの活用により、新しいビジネスモデルづくりを継続してまいります。 

デフレ進行による消費関連の不振が続くなか、平成24年3月期は営業黒字を向上化するべく以下の基

本方針のもと、各施策に取り組みます。 

確実に収益を計上している商品を更に着実に販売すると同時に、既存の店舗から離れて、お客様の視

点から新たに消費者の期待する商品開発のためのビジネスモデル作りに取り組んでまいります。 

  

＜営業部＞ 

営業１課(自転車部門)では、集客からリピート率アップ、そして客単価アップの施策サイクルがほぼ

想定通りの効果をあげ、結果、既存５店舗すべてが黒字化したことで、新規出店に乗り出します。既存

店の伸長を維持しつつ、新店増加による明確な売上拡大を目指します。また、新店については初期段階

から、既存店については段階的に新レジシステムを活用した高効率化をはかります。さらには、社内ラ

イセンスを利用したスタッフのスキルアップ、ＯＥＭ商品の導入などにより、更なる客単価UＰ・売上

高UP・粗利益率UPを目指します。 

営業２課(石油卸部門)では、大震災以降、お問い合わせが急増した「新規のお客様」への確実なアプ

ローチをもとに新規開拓に注力します。また、インターネットサイト「燃料油宅配ドットコム」の認知

度UPおよび都内では既に貴重となっている油槽所(小豆沢基地)稼働率のさらなる向上を小口配送強化で

継続させます。 

営業３課(直営サービスステーション)では、油外商品の強化というテーマをさらに具体的なメニュー

まで落とし込み確実な利益確保に努めます。関東エリアで業績を伸ばしているレンタカー事業は増車を

行い拡大路線を打ち出し、仙台エリアでも事業展開をはかります。順調な伸びを続ける「車検」は、今

後は提案型の要素を強めたお見積もりから客単価の向上を目指して参ります。「洗車」については、コ

ーティングを含めた専門店化をはかり付加価値ＵＰに努めるとともに、油外商品の一つとして「車販」

をメニューに加え燃料油に頼らない運営の新しいメニューとして育て、油外収益ＵＰを目指して参りま

す。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題

＜基本方針＞
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営業４課(不動産・保険)では、今回の震災を安全性の追求と資産価値維持の為の仕組み作りを見直す

よい契機とし、さらなる収益基盤の維持・安定を図ると同時に、お客様の安心・安全を確保するため

に、メンテナンス計画の再考を行うとともに実行スピードの向上をはかります。また、管理会社との良

好な関係を維持し、サービスの向上を図って参ります。 

  

＜管理部＞ 

管理部では、部門（各店舗）毎に月次の営業利益ベースまでの個別損益管理を強化し、経費計画の必

達を図るとともに、円滑な営業活動をサポートすることにより、利益貢献を図っていきます。また、会

計、財務、人事、総務、設備、ＩＴ関連システムなどの管理や各種法律への対応を統括し、社内のさま

ざまな活動をサポートしながら社全体の業績向上へ貢献し、社外に対しても株主総会の運営をはじめ、

四半期ごとの決算についても適切に適時開示をしていきます。 

  

－　8　－

ダイヤ通商株式会社（７４６２）平成２３年３月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）



４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 123,899 323,903

受取手形 42,179 12,710

売掛金 ※２  383,322 ※２  416,036

商品 182,735 179,955

前渡金 17,561 7,511

前払費用 17,628 21,131

未収入金 24,467 17,626

その他 3,211 1,065

貸倒引当金 △7,000 △10,221

流動資産合計 788,004 969,719

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※２  760,785 ※２  694,645

減価償却累計額 △572,888 △502,483

建物（純額） 187,897 192,161

構築物 114,032 110,785

減価償却累計額 △109,551 △106,420

構築物（純額） 4,481 4,365

機械及び装置 158,638 159,218

減価償却累計額 △154,021 △155,798

機械及び装置（純額） 4,616 3,420

車両運搬具 8,989 7,617

減価償却累計額 △7,776 △7,172

車両運搬具（純額） 1,213 445

工具、器具及び備品 65,859 56,363

減価償却累計額 △63,815 △53,093

工具、器具及び備品（純額） 2,043 3,269

土地 ※１, ※２  1,303,888 ※１, ※２  1,280,547

リース資産 － 3,400

減価償却累計額 － △566

リース資産（純額） － 2,833

有形固定資産合計 1,504,141 1,487,043

無形固定資産   

電話加入権 479 479

その他 525 525

無形固定資産合計 1,004 1,004

投資その他の資産   

投資有価証券 35,700 3,545

出資金 2,548 2,548

従業員に対する長期貸付金 － 3,600

破産更生債権等 52,095 46,838

長期前払費用 5,868 466

差入保証金 ※２  345,541 ※２  232,933

その他 30,397 21,131

貸倒引当金 △54,600 △47,767

投資その他の資産合計 417,551 263,295

固定資産合計 1,922,697 1,751,344

資産合計 2,710,701 2,721,064
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※２  324,297 ※２  410,347

短期借入金 ※２  538,814 ※２  538,814

1年内返済予定の長期借入金 ※２  6,000 ※２  5,500

リース債務 － 714

未払金 ※２  64,783 ※２  63,090

未払法人税等 9,200 9,200

未払消費税等 1,702 5,948

前受金 19,860 13,991

預り金 5,955 2,265

災害損失引当金 － 110,370

店舗閉鎖損失引当金 69,781 23,247

偶発損失引当金 29,000 －

その他 478 2,261

流動負債合計 1,069,872 1,185,750

固定負債   

長期借入金 ※２  17,000 ※２  11,500

リース債務 － 2,261

繰延税金負債 2,501 －

再評価に係る繰延税金負債 ※１  327,249 ※１  324,841

役員退職慰労引当金 105,837 －

資産除去債務 － 10,000

長期預り保証金 184,489 192,111

その他 21,411 9,200

固定負債合計 658,489 549,914

負債合計 1,728,362 1,735,665

純資産の部   

株主資本   

資本金 90,000 90,000

資本剰余金   

その他資本剰余金 1,003,448 1,003,448

資本剰余金合計 1,003,448 1,003,448

利益剰余金   

繰越利益剰余金 △531,740 △521,479

利益剰余金合計 △531,740 △521,479

自己株式 △2,720 △2,828

株主資本合計 558,987 569,141

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,615 －

土地再評価差額金 ※１  419,736 ※１  416,257

評価・換算差額等合計 423,351 416,257

純資産合計 982,339 985,398

負債純資産合計 2,710,701 2,721,064
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 5,220,786 5,560,434

売上原価   

商品売上原価   

商品期首たな卸高 164,789 182,735

当期商品仕入高 4,104,889 4,425,868

合計 4,269,678 4,608,603

軽油引取税 153,411 143,819

その他営業収入原価 59,975 61,741

他勘定振替高 ※１  13,497 ※１  17,793

商品期末たな卸高 ※２  182,735 179,955

商品売上原価 4,286,832 4,616,415

売上原価合計 4,286,832 4,616,415

売上総利益 933,954 944,019

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 22,001 11,888

消耗品費 30,073 26,330

配送費 16,860 16,609

販売手数料 30,683 31,029

貸倒引当金繰入額 － 4,910

役員報酬 30,510 35,167

給料及び手当 466,417 423,391

退職給付費用 29,412 28,060

役員退職慰労引当金繰入額 3,900 512

法定福利費 50,924 42,526

福利厚生費 5,853 5,586

教育研修費 1,470 782

不動産賃借料 111,368 104,883

賃借料 24,142 13,158

保守費 6,527 5,399

水道光熱費 37,253 33,032

旅費及び交通費 9,047 6,909

通信費 8,871 8,042

交際費 2,218 2,509

租税公課 18,136 13,592

修繕費 4,088 2,456

減価償却費 10,538 7,222

雑費 93,823 81,098

販売費及び一般管理費合計 1,014,122 905,102

営業利益又は営業損失（△） △80,168 38,916
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 3,242 1,754

受取配当金 1,053 955

仕入割引 － 1,091

消費税等差額 － 3,750

その他 17,624 1,956

営業外収益合計 21,920 9,508

営業外費用   

支払利息 27,366 16,149

その他 6,100 4,639

営業外費用合計 33,466 20,788

経常利益又は経常損失（△） △91,714 27,636

特別利益   

固定資産売却益 ※３  105,624 ※３  11,656

役員退職慰労引当金戻入額 9,150 106,350

投資有価証券売却益 － 5,783

その他 2,280 14,027

特別利益合計 117,054 137,817

特別損失   

前期損益修正損 － 5,959

事業譲渡損 ※４  1,526 －

固定資産除却損 ※５  42,735 ※５  1,376

固定資産売却損 ※６  67,049 －

減損損失 ※７  144,355 ※７  11,100

店舗閉鎖損失 163,198 625

偶発損失引当金繰入額 29,000 1,000

災害による損失 － 123,616

その他 32,711 7,591

特別損失合計 480,577 151,270

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △455,237 14,183

法人税、住民税及び事業税 7,251 9,808

法人税等調整額 △280,650 △2,407

法人税等合計 △273,398 7,400

当期純利益又は当期純損失（△） △181,839 6,782
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,579,926 90,000

当期変動額   

資本金から剰余金への振替 △1,489,926 －

当期変動額合計 △1,489,926 －

当期末残高 90,000 90,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,091,314 －

当期変動額   

準備金から剰余金への振替 △1,091,314 －

当期変動額合計 △1,091,314 －

当期末残高 － －

その他資本剰余金   

前期末残高 － 1,003,448

当期変動額   

資本金から剰余金への振替 1,489,926 －

準備金から剰余金への振替 1,091,314 －

欠損填補 △1,577,792 －

当期変動額合計 1,003,448 －

当期末残高 1,003,448 1,003,448

資本剰余金合計   

前期末残高 1,091,314 1,003,448

当期変動額   

資本金から剰余金への振替 1,489,926 －

欠損填補 △1,577,792 －

当期変動額合計 △87,865 －

当期末残高 1,003,448 1,003,448

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △1,577,792 △531,740

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △181,839 6,782

土地再評価差額金の取崩 △349,901 3,478

欠損填補 1,577,792 －

当期変動額合計 1,046,051 10,261

当期末残高 △531,740 △521,479

利益剰余金合計   

前期末残高 △1,577,792 △531,740

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △181,839 6,782

土地再評価差額金の取崩 △349,901 3,478

欠損填補 1,577,792 －

当期変動額合計 1,046,051 10,261

当期末残高 △531,740 △521,479
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △2,667 △2,720

当期変動額   

自己株式の取得 △52 △107

当期変動額合計 △52 △107

当期末残高 △2,720 △2,828

株主資本合計   

前期末残高 1,090,781 558,987

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △181,839 6,782

自己株式の取得 △52 △107

土地再評価差額金の取崩 △349,901 3,478

当期変動額合計 △531,793 10,153

当期末残高 558,987 569,141

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △6,392 3,615

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,008 △3,615

当期変動額合計 10,008 △3,615

当期末残高 3,615 －

土地再評価差額金   

前期末残高 71,645 419,736

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 348,090 △3,478

当期変動額合計 348,090 △3,478

当期末残高 419,736 416,257

評価・換算差額等合計   

前期末残高 65,253 423,351

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 358,098 △7,094

当期変動額合計 358,098 △7,094

当期末残高 423,351 416,257

純資産合計   

前期末残高 1,156,034 982,339

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △181,839 6,782

自己株式の取得 △52 △107

土地再評価差額金の取崩 △349,901 3,478

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 358,098 △7,094

当期変動額合計 △173,695 3,059

当期末残高 982,339 985,398
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
  至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
  至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △455,237 14,183

減価償却費 26,424 21,351

減損損失 144,355 11,100

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,500 △1,310

退職給付引当金の増減額（△は減少） △26,582 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,250 △105,837

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 110,370

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 69,781 △25,034

偶発損失引当金の増減額（△は減少） 29,000 △29,000

受取利息及び受取配当金 △4,295 △2,710

支払利息 27,366 16,149

有形固定資産売却損益（△は益） △38,647 △11,656

有形固定資産除却損 42,735 1,376

事業譲渡損益（△は益） 1,526 －

保険解約損益（△は益） 28,167 －

売上債権の増減額（△は増加） △82,033 △10,865

たな卸資産の増減額（△は増加） △17,946 2,779

仕入債務の増減額（△は減少） △11,281 96,099

差入保証金の増減額（△は増加） △57,035 113,193

未払金の増減額（△は減少） △19,378 △3,074

その他 △4,580 8,283

小計 △359,413 205,397

利息及び配当金の受取額 4,406 4,195

利息の支払額 △24,192 △16,114

法人税等の支払額 △14,326 △9,808

営業活動によるキャッシュ・フロー △393,524 183,671

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7,721 △15,965

有形固定資産の売却による収入 1,259,283 18,070

投資有価証券の売却による収入 － 31,821

差入保証金の差入による支出 △1,148 △16,937

差入保証金の回収による収入 26,618 17,796

貸付けによる支出 － △4,150

貸付金の回収による収入 1,712 80

事業譲渡による収入 56,249 －

保険積立金の解約による収入 62,270 －

その他 △11,319 △7,679

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,385,943 23,035

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △673,334 －

長期借入金の返済による支出 △228,837 △6,000

その他 △52 △702

財務活動によるキャッシュ・フロー △902,225 △6,702

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 90,193 200,003

現金及び現金同等物の期首残高 33,705 123,899

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  123,899 ※１  323,903
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（５）継続企業の前提に関する注記

        前事業年度

     （自 平成21年４月１日

      至 平成22年３月31日）

        当事業年度

     （自 平成22年４月１日

      至 平成23年３月31日）

当社は、平成18年度より継続して営業損失を計上し、

当事業年度においても80,168千円の営業損失を計上して

おります。また営業キャッシュ・フローは平成17年度よ

り継続してマイナスとなり、当事業年度においても

393,524千円のマイナスとなっております。当該状況に

より、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しております。

当社はこのような状況を解消し又は改善すべく、平成

21年３月期より再建計画を立案し、収益の改善に取り組

んでおります。当事業年度は、この再建計画の二本柱の

うち、財務体質の改善は予定通り進捗しましたが、もう

一方の収益体制の確立は、経済環境の変化も影響し、若

干の遅れを生じております。したがいまして、平成23年

３月期以降は、営業体質の強化を中心とした再建計画を

再立案し、引き続きお取引先のご協力をいただきながら

取り組むことといたしました。

当事業年度は、円安傾向や新興国の経済成長により輸

出企業の景況感が大幅に改善され企業心理が改善方向に

向かいつつあるものの、消費者心理は低価格志向へ向か

っておりデフレの進行が加わり、消費関連は苦戦が続い

ております。このような中、主力の石油事業は、前事業

年度より継続して取り組んできました不採算店舗の閉鎖

を完了すると同時に、油外収益の柱として位置付けた

「車検」強化につきましては、台数実績は当期の計画を

達成し、燃料油外収益を力強く牽引しています。さらに

その他の事業もスタッフの接客力・技術力の向上により

不採算店舗の営業強化を図るなど、収益体制の確立に向

け諸施策を実行し成果が上がりつつあります。

また取引金融機関との関係は、再建計画における資産

売却が全て完了したことにより、有利子負債の圧縮も予

定通り進捗し緊密な関係を継続維持しております。

しかし、これらの対応策は将来の不透明な経済環境・

事業環境の中で進めている途上であるため、現時点では

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。 

 なお、財務諸表は継続企業を前提として作成してお

り、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を財

務諸表には反映しておりません。

―――――――――――
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（６）重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１ 有価証券

の評価基準及

び評価方法

その他有価証券

 時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算

定)

 時価のないもの

  移動平均法による原価法

その他有価証券

 ――――――――

 

  

 

 

時価のないもの
 同左

２ たな卸資

産の評価基準

及び評価方法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切

下げの方法)によっております。

(1) 石油事業

総平均法。但し、油外商品については、

最終仕入原価法

(2) その他の事業

サイクルショップ……最終仕入原価法

評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切

下げの方法)によっております。

(1) 石油事業

同左 

 

(2) その他の事業

同左

３ 固定資産

の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

  定率法によっております。

但し、建物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次の通りでありま

す。

建物及び構築物   ８～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

 また、平成19年３月31日以前に取得したも
のについては、償却可能限度額まで償却が終
了した翌年から５年間で均等償却する方法に
よっております。

(2) 長期前払費用

均等償却しております。

(1) 有形固定資産

同左

  

 

 

   

  
 
 

(2) 長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

４ 引当金の

計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計

上しております。なお、退職給付債務の

計算については、簡便法（期末自己都合

要支給額）によっております。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく当期末要支給額を計上して

おります。 

  

 

  

 

(4) 店舗閉鎖損失引当金

店舗閉鎖等に伴い、発生が見込まれる損

失額を計上しております。

(5) 偶発損失引当金

他の引当金で引当対象とした事象以外の

偶発事象に対し、将来発生する可能性の

ある損失を見積もり、必要と認められる

額を計上しております。

―――――――――

(1) 貸倒引当金

同左 

  

 

  

 

(2) 退職給付引当金

同左 

  

 

  

 

  

 

―――――――― 
 

追加情報 

（役員退職慰労金制度の廃止） 

 役員退職慰労金制度につきましては、平成22

年７月16日取締役会において、これを廃止す

る決議を行いましたので、「役員退職慰労引

当金」は全額取り崩しております。

(4) 店舗閉鎖損失引当金

同左 

 

――――――――

                   

(6) 災害損失引当金

当事業年度に発生した東日本大震災によ

る設備損傷等に伴い、翌事業年度以降に

見込まれる設備復旧費用等の発生に備え

るため、当該損失見込額を見積計上して

おります。

５ キャッシ

ュ・フロー計

算書における

資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から３ケ

月以内に満期日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期的な投資

を計上しております。

同左

６ その他財

務諸表作成の

ための重要な

事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

(2) リース取引会計基準の改正適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、引き続き通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

(1) 消費税等の会計処理

同左 

 

(2) 同左
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（７）会計処理方法の変更

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

        ───────── 

 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。

 これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

には影響はありません。また当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は21,878千円であります。

（８）表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 

   至 平成22年３月31日）

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 

   至 平成23年３月31日）

 
───────

（損益計算書関係）
前事業年度において「営業外収益」の「その他」に含

めていた「仕入割引」は重要性が増加したため、当事業
年度より区分掲記することとしております。なお、前事
業年度の「営業外収益」の「その他」に含めていた「仕
入割引」は1,121千円であります。
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（９）財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

 

※１ 土地再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)および「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布

法律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

   再評価の方法

   「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額により算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

   再評価を行った土地の事業年度末における時価
が再評価後の帳簿価額より上回っている為、事
業年度末における時価と再評価後の帳簿価額と
の差額の記載を行っておりません。

 

※１ 土地再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日

公布法律第34号)および「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布

法律第19号)に基づき、事業用の土地の再評価を行

い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、

これを控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て純資産の部に計上しております。

   再評価の方法

   「土地の再評価に関する法律施行令」(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額により算出しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

  再評価を行った土地の事業年度末における時価
が再評価後の帳簿価額より上回っている為、事
業年度末における時価と再評価後の帳簿価額と
の差額の記載を行っておりません。

※２ 担保資産

   担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。

売掛金 77,167千円

その他（未収収益） 2,936千円

建物 197,769千円

土地 1,268,967千円

差入保証金 211,714千円

計 1,758,555千円  

※２ 担保資産

   担保に供している資産は、次のとおりでありま

す。

売掛金 83,766千円

建物 181,959千円

土地 1,263,080千円

差入保証金 116,094千円

計 1,644,901千円

   上記資産により担保されている債務は、次のとお

りであります。

買掛金 260,230千円

短期借入金 538,814千円

１年内返済予定の

長期借入金
6,000千円

未払金 5,447千円

長期借入金 17,000千円

計 827,492千円

   上記資産により担保されている債務は、次のとお

りであります。

買掛金 313,413千円

短期借入金 538,814千円

１年内返済予定の

長期借入金
5,500千円

未払金 4,579千円

長期借入金 11,500千円

計 873,807千円

 ３ 受取手形割引高          31,256千円 ３ 受取手形割引高          81,076千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。 

    店舗閉鎖損失          13,392千円

    営業外費用（その他）        104千円

※２ 商品期末たな卸高

   商品期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下

後の金額であり、売上原価に397千円のたな卸資

産評価損が含まれております。 

 

※１ 他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

    商品廃棄損            7,591千円

    災害による損失         10,202千円

―――――――――

※３ 固定資産売却益の内訳

    建物                  491千円
    土地              105,132千円
    計               105,624千円

  
 

※４ 事業譲渡損の内訳
    修繕費等                   1,526千円
    計                1,526千円  

※５ 固定資産除却損の内訳
    建物              27,774千円
    構築物             13,253千円
    機械及び装置           1,605千円
    工具、器具及び備品         102千円
    計               42,735千円

 
※６ 固定資産売却損の内訳
    建物               6,382千円
    構築物                980千円
    機械及び装置                      335千円
    工具、器具及び備品        798千円
    土地            58,480千円
    電話加入権                 72千円
     計              67,049千円

※３ 固定資産売却益の内訳

   建物                5,121千円
   土地               6,368千円
   車輌運搬具            166千円
   計               11,656千円

 
―――――――――

 
    

※５ 固定資産除却損の内訳
   構築物              1,328千円
  工具、器具及び備品          48千円
   計               1,376千円

  
 
 

―――――――――
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前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※７ 当社は、以下の資産グループについて減損損失を
計上しました。

場所 用途 種類

 油槽所他４件 

（東京都北区他）
遊休資産等

土地・建物 

・その他

 本    社 

（東京都豊島区）
管理業務システム その他

 そ  の  他 店舗設備等 建物・その他

   当社は、店舗別にグルーピングしております。ま

た、遊休資産等については個々の物件毎にグルー

ピングしております。  

予想しえない市況の変化に伴う石油販売業などの

競争激化により商品販売などを行う店舗に係る資

産グループ及び遊休資産等の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失(144,355

千円)として特別損失に計上いたしました。 

   減損損失の内訳は、土地87,079千円、建物26,670

千円、電話加入権16,226千円、リース資産減損勘

定14,161千円、その他218千円であります。

   なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、遊休資産等のうち不動

産については見積売却可能価額により評価し、そ

の他の資産については全て零として評価しており

ます。

 

※７ 当社は、以下の資産グループについて減損損失を
計上しました。

場所 用途 種類

（石油事業） 

 ＳＳヨンク岩切 

（宮城県仙台市）

ガソリンスタンド等 土地・その他

   当社は、店舗別にグルーピングしております。ま

た、遊休資産等については個々の物件毎にグルー

ピングしております。  

予想しえない市況の変化に伴う石油販売業などの

競争激化により商品販売などを行う店舗に係る資

産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(11,100千円)として特

別損失に計上いたしました。 

   減損損失の内訳は、土地7,318千円、その他3,782

千円であります。

   なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、不動産については見積

売却可能価額により評価し、その他の資産につい

ては全て零として評価しております。
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 1,106株 
  

２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３. 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 2,241株 
  

２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３. 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式

普通株式（株） 7,552,000 ― ― 7,552,000

合計（株） 7,552,000 ― ― 7,552,000

自己株式

普通株式（株） 14,183 1,106 ― 15,289

合計（株） 14,183 1,106 ― 15,289

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

発行済株式

普通株式（株） 7,552,000 ― ― 7,552,000

合計（株） 7,552,000 ― ― 7,552,000

自己株式

普通株式（株） 15,289 2,241 ― 17,530

合計（株） 15,289 2,241 ― 17,530
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 123,899千円

現金及び現金同等物 123,899千円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 323,903千円

現金及び現金同等物 323,903千円

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)
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ａ．セグメント情報 

  

１.  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

当社は、サービスステーション、サイクルショップ、不動産賃貸等の複数の業種にわたる事業を営ん

でおり、業種別に区分された事業ごとに取り扱う製品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業

活動を展開しております。 

したがって、当社は業種別のセグメントから構成されており、「石油事業」・「専門店事業」及び

「不動産事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「石油事業」は、サービスステーション等の経営及び石油製品の卸・直販を行っております。 

「専門店事業」は、自転車の販売を主な業務とし、一部自社ブランド（ブランド名〔コギー〕）の組

み立て販売を行っております。 

「不動産事業」は、不動産の賃貸を行っております。 

  

２.  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であり

ます。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  

３.  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １ セグメント利益の調整額△161,193千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△161,193千円であ

り、セグメント資産の調整額196,047千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産196,047千円であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり、全社資産は、主に報告セグメン

(セグメント情報等)

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
(注)１

合計

石油事業 専門店事業 不動産事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 4,718,629 341,833 160,323 5,220,786 ― 5,220,786

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 4,718,629 341,833 160,323 5,220,786 ― 5,220,786

セグメント利益 34,743 △56,047 102,329 81,024 △161,193 △80,168

セグメント資産 1,453,179 242,760 818,714 2,514,654 196,047 2,710,701

その他の項目

  減価償却費 7,735 352 15,510 23,598 2,450 26,049

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

1,066 6,655 ― 7,721 ― 7,721
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  トに帰属しない資産であります。 

２ セグメント負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっていないた

め記載しておりません。 

   

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
(注) １ セグメント利益の調整額△131,618千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△131,618千円であ

り、セグメント資産の調整額301,342千円は、各報告セグメントに配分していない全社資産301,342千円であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり、全社資産は、主に報告セグメン

トに帰属しない資産であります。 

２ セグメント負債については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっていないた

め記載しておりません。 

（単位：千円）

報告セグメント
調整額 
(注)１

合計

石油事業 専門店事業 不動産事業 計

売上高

 外部顧客への売上高 4,953,148 431,277 176,008 5,560,434 ― 5,560,434

 セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 4,953,148 431,277 176,008 5,560,434 ― 5,560,434

セグメント利益 55,174 15,755 99,605 170,535 △131,618 38,916

セグメント資産 1,358,974 232,155 828,591 2,419,721 301,342 2,721,064

その他の項目

 減価償却費 6,647 170 14,010 20,829 404 21,233

 有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

8,434 7,217 319 15,971 6,000 21,972
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。 

  

ｂ．関連情報
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前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

 第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。 

  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

ｃ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計

石油事業 専門店事業 不動産事業 計

減損損失 81,838 6,688 ― 88,527 55,828 144,355

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計

石油事業 専門店事業 不動産事業 計

減損損失 11,100 ― ― 11,100 ― 11,100

ｄ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

(持分法投資損益等)
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(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

(開示の省略) 

リース取引関係、金融商品関係、有価証券関係、デリバティブ取引関係、退職給付関係、税効果会計関

係、資産除去債務関係、賃貸等不動産関係、関連当事者との取引に関する注記事項については、決算短信

における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略します。 

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 130円 34銭

１株当たり当期純損失 24円 13銭

１株当たり純資産額 130円 79銭

１株当たり当期純利益 0円 90銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されており、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 982,339 985,398

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)

─ ―

普通株式に係る純資産額(千円) 982,339 985,398

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式数(株)

7,536,711 7,534,470

項目
前事業年度

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) △181,839 6,782

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式に係る当期純損失(△)(千円) △181,839 6,782

普通株式の期中平均株式数(株) 7,537,032 7,535,403

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

５．その他

（１）役員の異動

（２）その他
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